
フロー・チャートを使って学ぶ会計実務 第55回 「会計上の見積り開示」
（※ 会計上の見積り開示に関する全ての論点を取り扱っているわけではありません。）
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開示目的を理解する。

（１） 注記項目
会計上の見積りの注記は独立して、注記する。そして、上記【STEP２】で識別した開示対象項目について、識別した会計上の見積りの内容を表す項目名を注記し、
各項目ごとに以下の事項を注記する。
また、識別した項目が複数ある場合には、それらの項目名は単一の注記として記載する。

① 当年度の財務諸表に計上した金額
② 会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

例えば、以下が挙げられる。
（ⅰ）当年度の財務諸表に計上した金額の算出方法
（ⅱ）当年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
（ⅲ）翌年度の財務諸表に与える影響

（２） 連結財務諸表を作成している場合
連結財務諸表を作成している場合、個別財務諸表において注記を行う場合は、上記（１）の注記項目について連結財務諸表における記載を参照することができる。
なお、識別した項目ごとに、当年度の個別財務諸表に計上した金額の算出方法に関する記載をもって上記（１）②の注記項目に代えることができる。この場合であっ
ても、連結財務諸表における記載を参照することができる。

（３） KAMとの関連
監査上の主要な検討事項（KAM）として、会計上の見積り項目が選ばれる可能性が多いと考えられる。そして、監査人からKAMの記載にあたって、注記内容の充実
を求められる可能性がある。
そのため、あらかじめ、会計上の見積りに関する注記のドラフトを作成し、監査人と事前に協議することで、決算の早期化に役立てることができると考えられる。

（４） 有価証券報告書の「経理の状況」よりも前の記載
有価証券報告書の「経理の状況」よりも前において、「事業等のリスク」及び「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」でも会計上の見
積りに関連する事項を記載するが、当該記載について、会計上の見積り注記と内容が整合しているか確認する必要がある。

（５） 計算書類における注記
会計監査人設置会社においては、計算書類においても注記が必要である。

（ⅰ） 会計上の見積りにより当該事業年度に係る計算書類又は連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る（連結）計算書類に重要
な影響を及ぼす可能性があるもの

（ⅱ） 当該事業年度に係る（連結）計算書類の上記（ⅰ）に掲げる項目に計上した額
（ⅲ） 上記（ⅱ）に掲げるもののほか、上記（ⅰ）に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報（※）
（※）個別注記表の注記が連結注記表の注記と同一であり、個別注記表にその旨を注記する場合は、上記（ⅲ）について個別での注記は不要である。
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会計上の見積りの注記を行うにあたり、全ての会計上の見積り項目について注記が求められているわけではなく、比較的少数の項目を注記することが想定されている。
そのため、どの会計上の見積り項目を注記対象とするかを識別する必要がある。

【識別の判断基準】
会計上の見積りの開示を行うにあたり、まず、当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリ
スクがある項目（開示対象項目）を識別する。識別する項目は、通常、当年度の財務諸表に計上した資産及び負債である。また、翌年度の財務諸表に与える
影響を検討するにあたっては、影響の金額的大きさ及びその発生可能性を総合的に勘案して判断する。


